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財務諸表の承認について 
 
１ 財務諸表の承認 

 (1) 地方独立行政法人法の規定  

 (財務諸表等）   

第３４条  地方独立行政法人は、毎事業年度、貸借対照表、損益計算書、利益の処分又は損失

の処理に関する書類その他設立団体の規則で定める書類及びこれらの附属明細書（以下「財

務諸表」という。）を作成し、当該事業年度の終了後３月以内に設立団体の長に提出し、そ

の承認を受けなければならない。   

２  地方独立行政法人は、前項の規定により財務諸表を設立団体の長に提出するときは、これ

に当該事業年度の事業報告書及び予算の区分に従い作成した決算報告書を添え、並びに財務

諸表及び決算報告書に関する監事の意見（次条の規定により会計監査人の監査を受けなけれ

ばならない地方独立行政法人にあっては、監事及び会計監査人の意見。第４項及び第99条

第８号において同じ。）を付けなければならない。 

３  設立団体の長は、第１項の規定により財務諸表を承認しようとするときは、あらかじめ、

評価委員会の意見を聴かなければならない。   

４  （省略）   

 

 (2) 承認基準  

 合規性の遵守、表示内容の適正性の観点から確認を行い承認するものとする。  

（提出期限の遵守、必要書類の確認、監事監査報告書の確認、記載事項の確認、計数の整合性、

書類相互間の整合性） 

 

２ 財務諸表の承認に係る確認事項 

 
 (1) 合規性の遵守【地方独立行政法人法第３４条関係に係る点検】 

チェック項目 チェック結果 

○提出期限は遵守されたか 

 

■ 期限内（６月末） 

□ 期限外（   ） 

○必要な書類は全て提出さ

れたか 

■ 財務諸表（貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー

計算書、利益処分に関する書類、行政サービス実施コスト

計算書、附属明細書） 

■ 決算報告書 

■ 事業報告書 

■ 監事の意見書 

○監事の監査証明に、財務

諸表の承認にあたり考慮す

べき意見はないか 

■ 意見なし 

□ 意見あり（                   ） 
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 (2) 表示内容の適正性【地方独立行政法人会計基準に係る点検】 

チェック項目 チェック結果 

○記載すべき項目につい

て、明らかな遺漏はないか 

■ 遺漏なし 

□ 遺漏あり（                   ） 

○計数は整合しているか ■ 整合 

□ 不整合（                    ） 

○書類相互間における数値

の整合は取れているか 

■ 整合 （３のとおり               ） 

□ 不整合（                    ） 

○行うべき事業を行ってい

るか 

□ 収容定員は充足している（90％以上） 

■ 収容定員は未充足である（90％未満） 

 収容定員① 在籍者数② 充足率②/① 

学部 1040 1136 109％ 

大学院 20 5 25％ 
 

○運営費交付金に係る会計

処理は適正か 

■ 期間進行基準の適用事業について、運営費交付金債務全額

が収益化されていることを確認 

○剰余金の繰越承認を受け

ようとする額は適正か 

■ 本県の承認基準に照らし、剰余金の発生理由及び繰越承認

を受けようとする額の算出方法が、本県の承認基準に沿った

ものであることを確認 

 

３ 財務諸表等の概要及び相互関連図 

〔支出〕 〔収入〕 〔資産〕 〔負債〕 〔経常費用〕 〔経常収益〕

1,489 1,704 4,308 1,005 1,440 1,530
(1,906) (1,683) (4,395) (1,056) (1,496) (1,548) 〔費用〕 〔自己収入〕

1,440 815
業務活動 業務活動 固定資産 固定負債 (1,496) (785)
1,426 1,554 3,838 771(808) 教育研究経費等 運営交付金

(1,398) (1,583) (4,002) 流動負債 302 679
234（248） (298) (733)
〔純資産〕

流動資産 3,303 人件費 資産見返戻入
投資活動 投資活動 (3,339) 1,074 20

24 150 資本金 (1,125) (21)
(470) (100) 6 3,463

(5) (3,463) 一般管理費等 学生納付金
財務活動 資本剰余金 64 792

39 ▲ 433 (73) (765)
(38) (▲307）  708

現預金 繰越積立金 外部資金等 (804)
〔期末残高〕 〔期首残高〕 ※463 130(130) 39（29）

453 238 (388) 目的積立金　53（0） 〔①+②+③+④〕

(238) (460) 利益剰余金 〔当期総利益〕 83
90 90 〔積立金取崩〕 (93)

(53) (53) 0（1） 
※内10（150）は定期預金

【参考】

〔支出〕1,418 〔収入〕1,553

〔収支差〕135

（　）は27年度　単位：百万円

〔行政サービス
実施コスト〕

(県民負担に帰すべきコスト集約）

行政サービス実施コスト計算書

　損益計算書 ： 経済上の事実・要因が発生したときに計上（発生主義）

(会計期間の活動区分別資金の流れ）

キャッシュフロー計算書

（年度計画の予算に対する決算）

貸　借　対　照　表 損　益　計　算　書

(期末日の財政状態） (会計期間の運営状況）

(現金及び預貯金を
除く）

○決算報告書の収支差と損益計算書
の利益との差の主な要因
　当期収入のうち次期以降の執行分

　・運営費交付金（施設整備分）のうち
　　次期以降の執行分+52　等

○支出減（▲417）の主な要因
・有形固定資産（大学院棟）の取得修
了による減　▲305

・定期預金の預入による増　▲140
○収入増（+21）の主な要因
・定期預金の払戻による増　＋50
・運営費交付金収入の減▲51

・学生納付金収入の増＋23

決　算　報　告　書

○資産減（▲87）の主な要因
　・減価償却費累計額の増▲160
　・現預金の増+75

○負債減（▲51）の主な要因
　・運営費交付金債務の増+53
　・未払金の減▲62
　・固定負債の増▲38

○純資産減（▲36）の主な要因
　減価償却累計額の増▲126
　目的積立金の増+53

○経常費用減（▲56）の主な要因
　教員・職員人件費の減▲51
○経常収益減（▲17）の主な要因

　運営費交付金収益の減▲54
　学生納付金の増+27
　雑益の増＋8

　決算報告書 ： 現金の出入りのみを計上（現金主義）

①損益外減価償却相当額

126（126）

②引当外賞与増加見積額 ▲1（4）

③引当外退職給付増加額見積額

▲44（▲37）

④機会費用 2（0）

うち資産見返

寄付金戻入1（2）

うち補助金以外

22（18）

一致
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36
/1

04
0人

（
10

9％
）

○
大

学
院

5/
20

人
（

25
％

）
→

定
員

未
充

足

(1
)運

営
費

交
付

金
算

定
に

お
け

る
想

定
内

収
益

金
額

・学
納

金
増

加
額

　
　

81

(2
)運

営
費

交
付

金
算

定
に

お
け

る
想

定
外

収
益

金
額

・雑
収

入
増

加
額

10

・受
託

研
究

等
収

益
増

加
額

3

計
13

(3
)業

務
を

効
率

的
に

行
っ

た
結

果
生

じ
た

利
益

金
額

・費
用

増
加

額
▲

 7

・費
用

減
少

額
と

収
益

減
少

額
の

差
額

3

計
▲

 4

※
費

用
の

増
加

は
収

益
(運

営
費

交
付

金
)の

増
加

に
よ

り
相

殺
し

て
い

る
。

(4
)学

生
未

充
足

に
よ

る
利

益
(積

立
金

)

金
額

0.
5

費
　

　
目

・費
用

の
減

少
額

（学
生

未
充

足
分

）

費
　

　
目

費
　

　
目

費
　

　
目

目
的

積
立

金
　

90
百

万
円

(8
9,

72
2,

79
4円

）

積
立

金
　

　
　

　
　

0.
5百

万
円

(4
59

,0
00

円
）※

※
積

立
金

算
出

の
考

え
方

：学
生

1人
あ

た
り

に
か

か
る

経
費

５
.１

万
円

(予
算

積
算

上
の

単
価

)
に

未
充

足
者

９
人

（予
算

積
算

上
の

人
数

１
４

－
実

人
数

５
）を

掛
け

た
も

の

(1
)＋

(2
)＋

(3
)+

(4
)＝

90
　

　
注

）単
位

：百
万

円
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○
剰
余
金
処
分
の
フ
ロ
ー

　
　
○
利
益
の
処
分
又
は
損
失
の
処
理
の
書
類

　
　
　
　
　
○
目
的
積
立
金
と
積
立
金
の
相
違
点

（
円
）

9
0
,1
8
1
,7
9
4

4
5
9
,0
0
0

8
9
,7
2
2
,7
9
4

地
方
独
立
行
政
法
人
の
利
益
処
分
の
考
え
方

9
0
,1
8
1
,7
9
4

9
0
,1
8
1
,7
9
4

※
平
成
2
8
年
度

当 期 総 利 益

前 期 損 失 補 填

当 期 未 処 分 利 益

経
営
努
力
に

よ
り
生
じ
た
利

益
か
否
か

評
価
委
員
会
の
意

見
を
聴
い
て
知
事

が
承
認

努
力
あ
り

目
的
積
立
金

努
力
な
し

積
立
金

次
年
度
以
降
、

法
人
の
定
め
た

使
途
に
使
用

次
年
度
以
降
、

損
失
の
穴
埋
め

に
充
当

目
的
積
立
金
の

残
額
を
積
立
金

に
振
替

評
価
委
員
会
の

意
見
を
聴
い
て

知
事
が
承
認

承
認
を
受
け
た

額
は
次
の
中
期

目
標
期
間
に
お

け
る
業
務
の
財

源
に
充
当

（
残
額
は
県
に
返

納
）

毎
事
業
年
度

中
期
目
標
期
間
終
了
後

利
益
の
処
分
に
関
す
る
書
類

Ⅰ
当
期
未
処
分
利
益

当
期
総
利
益

前
期
繰
越
欠
損
金

Ⅱ
利
益
処
分
額

積
立
金

法
第
4
0
条
第
3
項
に
よ
り
設
立
団
体

の
長
の
承
認
を
受
け
よ
う
と
す
る
額

教
育
研
究
等
環
境
改
善
積
立
金

目
的
積
立
金

積
立
金

根
拠

　法
第
40
条
第
３項

　法
第
40
条
第
１項

要
件

毎
年
度
の
取
扱
い

　損
失
の
穴
埋
め

　中
期
目
標
期
間
終
了
後
、目
的
積
立
金
が
残
って
い
た場

合
は
積
立
金
に振

り替
えて
精
算

　①
　知
事
の
承
認
を受
け
て次

期
財
源
に充

当
　　
　（
経
営
努
力
によ
り生
じた
剰
余
金
、次
期
に
繰
り越
す
事
業
費
相
当
額
）

　②
　①
以
外
は
県
へ
納
付

　法
人
の
申
請
に
基
づき
、知
事
が
経
営
努
力
と

承
認
した
もの
（あ
らか
じめ
評
価
委
員
会
の
意
見

を聴
く）

　未
処
分
利
益
の
うち
、目
的
積
立
金
に
計
上
す
る

もの
以
外
の
すべ

て

　中
期
計
画
に定

めた
剰
余
金
の
使
途
の
範
囲
内

で
使
用
可
能

中
期
目
標
期
間
終
了

後
の
取
扱
い

中
期
計
画

第
９

中
期
計
画

第
1
0
－
3

「
教
育
研
究
の
質
の
向
上
並
び
に
組
織
運
営
及
び
施
設
整
備
の
改
善
に
充
て
る
」
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